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日本光学工業協会


技能検定委員会開催

平成30年２月２日(金)に、技能検定委員会が開催されました。この委員会では、昨年１２月に実施された平成２９年度後期技能検定「光学機器組立て作業実技試験」の反省を行い、来年度の実施に向けての準備を行いました。各社から推薦され実技試験に携わった東京都技能検定委員４名、事務局１名の計５名が出席しました。
また、平成３０年３月２日（金）は、平成３０年度後期技能検定の試験に向けて、試験用器材の点検を東京都技能検定委員にて行う予定です。
平成３０年度前期

光学機器製造（光学ガラス研磨作業）

第二回中央技能検定委員会開催
平成３０年２月６日（火）に新宿区西新宿の中央職業能力開発協会にて、第二回中央技能検定委員会が開催されました。学科試験問題、実技試験問題等の審議が行われました。最終確認が平成３０年３月６日（火）に予定されていましたが、順調に審議がすすんだため、第二回の委員会にて、最終確認が終了しました。当協会推薦の光学各社の中央技能検定委員とともに、当協会からも、事務局長が中央技能検定委員として参加しました。

平成３０年度「消費者月間」統一テーマについて（通知）
平成３０年２月５日付で、消費者庁長官より当協会会長宛に通知を受領しました。以下はその抜粋。
平素から消費者行政の推進に当たり格別の御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

国においては、昭和６３年以降、毎年５月を「消費者月間」とし、消費者、事業者、行政が一体となって、消費者問題に関する啓発・教育等の事業を集中的にいってまいりました。消費者庁では、平成３０年度消費者月間の統一テーマとして、「ともに築こう、　豊かな消費社会　～誰一人取り残さない～」を掲げ、各種の関連事業に取り組むこととしております。（統一テーマの趣旨は別添「参考資料」参照。）

国連の「持続可能な開発目標（SDG’ｓ）」は、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」世界の実現を目指す国際目標です。このような社会の実現のためには、消費者自らが、社会的課題に目を向け、その解決に向けて行動することが重要です。消費者庁においても、「エシカル消費」の普及・啓発を含む消費者の推進や、食品ロス削減を目指す国民運動の展開、こどもの事故防止のための啓発活動などの施策を実施しています。
そのため、平成３０年度消費者月間では、様々な主体が当事者としてそれぞれの役割について考え、行動していただくためのきっかけとなるよう「ともに築こう　豊かな消費社会　～誰一人取り残さない～」を掲げます。
貴団体におかれましても、上記の趣旨を御理解いただき、関係者への周知をお願い申し上げます。
消費者月間統一テーマ
１．テーマ
「ともに築こう、豊かな消費社会　～誰一人取り残さない～」

２．趣旨
２０１５年９月に国連の持続可能な開発サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」は、経済・社会・環境をめぐる広範な課題について、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」世界の実現を目指す国際目標です。

日本政府は２０１６年５月にSDGｓ推進本部を立ち上げ、企業、地方公共団体、NGO、消費者など、様々なステークホルダーとの連携のもと、「豊かで活力ある未来像」を創るため、具体的な施策に取り組んでいます。
消費者庁においても、この国際目標の達成に寄与するため、安全・安心で豊かに暮らすことができる社会を実現するという使命の下、消費者利益の援護・増進のための制度整備はもとより「エシカル消費」の普及・啓発を含む消費者教育の推進や、食品ロス削減を目指す国民運動の展開、子どもの事故防止のための啓発活動などの施策を実施しています。

一方で、このような社会の実現のためには、消費者自らが、社会的課題に目を向け、その解決に向けて行動することが重要です。また、事業者においては、SDGｓと考えを同じくする目標である「消費者志向経営」の理念の下、消費者全体の視点に立ち、持続可能なより良い社会の実現に向けて取り組むことが期待されています。

様々な主体が当事者としてそれぞれの役割について考え、行動していただくためのきっかけとなるよう、平成３０年度の消費者月間では、「ともに築こう、豊かな消費社会　～誰一人取り残さない～」を統一テーマとして掲げます。
会員短信
（カメラ映像機器工業会、日本写真映像用品工業会、日本望遠鏡工業会）
カメラ映像機器工業会が主催し、日本写真映像用品工業会が協賛、日本望遠鏡工業会が協力したカメラと写真映像の情報発信イベント「ＣＰ＋2018」が、３月１日(木)～３月４日(日)にかけて「カメラと写真映像のワールドプレミアショー」をテーマにパシフィコ横浜で開催予定です。
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平成２９年１月～１２月生産・出荷累計統計
（これは、平成２９年１月から１２月までの1年間の生産・出荷累計統計です。
速報値での累計なので今後修正が入る可能性があります。）
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	3,902,078
(1.07)
	171,111
(1.07)
	6,322,730
(1.13)
	4,367,384
(1.05)
	183,995
(1.02)
	5,856,283
(1.12)
	168,334
(1.01)

	フィルム

カメラ
	82,524
(0.97)
	87,398
(0.99)
	69,854
(1.08)
	84,710
(0.99)
	89,626
(1.01)
	67,744
(1.01)
	8,673
(0.75)

	交換レンズ


	2,770,989
(0.83)
	153,582
(0.68)
	2,019,466
(1.01)
	4,425,367
(0.95)
	188,068
(1.00)
	409,992
(0.78)
	469,546
(0.91)

	光学・精密

測定機
	297,346
(1.08)
	68,760
 (0.96)
	-
	299,049
(1.08)
	72,627
(0.98)
	-
	26,884
(0.94)

	光分析機器


	205,694
(0.99)
	229,353
(0.95)
	-
	210,249
(0.98)
	236,133
(0.96)
	-
	7,089
(1.35)

	測量機


	54,960
(0.95)
	10,345
(0.98)
	-
	116,951
(1.08)
	19,185
(1.07)
	-
	4,824
(0.66)

	合　計


	  -    


	720,549
(0.90)
	-
	-

	789,634
(0.99)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比
平成２９年１２月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル
カメラ
	286,937
(0.74)
	12,928
(0.82)
	446,126
(0.72)
	293,383
(0.68)
	13,134
(0.76)
	407,105
(0.72)
	168,334
(1.01)

	フィルム

カメラ
	8,281
(1.31)
	8,419
(1.29)
	6,256
(1.33)
	8,147
(1.20)
	8,233
(1.19)
	6,751
(1.32)
	8,673
(0.75)

	交換レンズ


	235,838
(1.05)
	13,487
(1.02)
	160,027
(1.47)
	361.910
(1.02)
	15,583
(1.01)
	30,399
(0.85)
	469,546
(0.91)

	光学・精密
測定機
	25,178
(1.17)
	5,857
 (1.12)
	-
	27,424
(1.12)
	6,449
(1.03)
	-
	26,884
(0.94)

	光分析機器

	17,042
(0.98)
	19,806
(0.96)
	-
	17,834
(0.95)
	20,441
(0.94)
	-
	7,089
(1.35)

	測量機


	5,362
(0.93)
	958
(0.90)
	-
	10,055
(1.05)
	1,726
(1.08)
	-
	4,824
(0.66)

	合　計


	  -    

	61,455
(0.99)
	-
	-

	65,566
(0.95)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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